
「協働事業」に係る制度見直し（案）

「市民サービス協働化提案制度」制度刷新

「行政サービスの協働」 運用見直し
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市民活動・NPO
ボランティアセンター

相談支援＋α

市民協働施策をとりまく制度について「協働事業」に係る制度見直し

行政サービスの協働
(協働委託)

市民サービス
協働化提案制度 行政サービスの協働の登録(第32条)を行っ

た市民活動団体等に対して、市が委託契約
を結び行政サービスを委託するもの

団体等からの主体的な
提案に基づく協働委託

人づくりでまちづくり
事業補助金

企画
サポート

広報力UP
講座

union67
研究会
団体交流

「市民活動」の推進
団体の自主・自立を支える

相乗効果

新規申請1件→17件
交付団体が研究会等
にも積極的に参加

協働相手の育成

R7改正

市民と行政の

「協働」の推進

現行

新
R8～

ボランティア
システム

●市民のまちづくりへの参画

●市民サービスの向上

行政サービスの協働
(協働委託)

新提案制度

むなかた
パートナーズ
テーブル

さらなる

●市民のまちづくりへの参画

●市民サービスの向上

外部チェック
の導入多様な協働手法を含めた

新たな提案制度

・協働事業のアップデート
・団体のレベルアップ

相乗効果

新たな活動人材の掘り起こし
団体への人的サポート

団体の
スキルアップ
を後押し

相乗効果

団体の自主的な公益活動

2

1

市民が主役の
まちづくり

●団体のレベルアップ
（自主活動の質的向上）



協働事業についての条例上の規定「協働事業」に係る制度見直し①

行政サービスの協働
(協働委託)

市民サービス
協働化提案制度

市及び市民公益活動団体は、行政サービスの協働を行うよ
う努める。
2 行政サービスの協働を行うに当たっては、より多くの分野
において行政サービスの協働が行われるよう、市及び市民公
益活動団体は互いに連携し、理解を深めながら、行政サービ
スの協働の分野の拡大及び創出に努める。

第31条（市民公益活動団体との行政サービスの協働）

市民公益活動団体は、市と協働を行うことにより、当該事
業の効果をより高めることができると考えられる事業につい
て、協働事業の提案を行うことができる。
2 市長は、前項の規定により提案を受けたときは、必要に応
じ、推進審議会の意見を求め、その意見を考慮し、提案され
た事業を協働して行うかどうかを決定する。
3 市長は、前項の規定により決定した結果を代表者に通知す
るとともに、公表しなければならない。

第34条（協働事業の提案）

市が行っている行政サービスを協働で行おうとする団体に
委託し、又は公の施設の管理権限を地方自治法第244条の2第3
項に規定する指定管理者に委任し、当該団体が有する専門性、
地域性等の特性を活かしながら協働により行うことをいう。

第2条（定義）（11）行政サービスの協働

行政サービスの協働の登録(第32条)を行っ
た市民活動団体等に対して、市が委託契約
を結び行政サービスを委託するもの

Ex）地域の草刈清掃委託、自治会委託
コミセンの指定管理、etc

団体等からの主体的な提案
に基づく協働委託

↓

↓

↓ 申請

↓

団体が
提案書作成

審議会での審査

市で事業採択

各担当課で予算化
→協働委託契約

現行運用

全事業一覧公表

担当課が
意見書添付



問

題

「市民サービス協働化提案制度」の実績・現状

市民サービス協働化提案制度

【現状】 R7契約分：7件／126,374千円

事業名 団体名 予算額 提案
回数

市民活動支援事業
（市民活動NPOセンターの運営）

(一社)PENTAGON 9,405千円 4

二十歳のつどい事業 (公社)宗像青年会議所 1,239千円 4

子どもの居場所づくり事業
（プレーパーク外）

子ども支援ネットワーク
With Wind

4,383千円 3

市営住宅営繕管理業務委託 (一社)住マイむなかた 26,000千円 5

市立学校営繕業務委託 (一社)住マイむなかた 68,002千円 2

男女共同参画推進事業の実施及びセン
ター管理運営業務

(NPO)男女共同参画ゆい
ネット宗像

16,847千円 3

子育てのはじめのいっぽ事業（乳児の
保護者向けセミナー等の企画運営）

赤ちゃんの育つ環境を守
る会ゆるりんこ

498千円 新規

「協働事業」に係る制度見直し①

【実績】 採択事業数 46事業（延べ72事業）
コミュニティ運営協議会 3事業
民間事業者等 5事業

（大学：2、市外NPO等：2、正助ふるさと村：1）
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新規提案数

成

果

●制度開始当初は、多くの団体から多様な提案がなされ、
「提案」の制度としては、一定の成果が出ている。

●初回提案後、再提案や協働委託に移行し、継続された
事業が21件。公共サービスとして根付いたものも多い。

●民間事業者による提案は限定的で、ほとんどが市内の
市民活動団体。市民の主体的なまちづくりへの参画の
枠組みの一つとなっている。

●近年では、新規提案数が激減（過去10年で3件）。

●提案されるのは、再提案がほとんどになっている。

団体：協働事業を提案しやすい

担当課：協働事業が検討しやすい制度へ



機能 改正ポイント
課題

「市民サービス協働化提案制度」の課題

市民サービス協働化提案制度

「協働事業」に係る制度見直し①

外部審査

市民から
提案できる

実施に向けた
協議

・既存事業のアウトソーシ
ングが目的化

・市の施策やまちづくりでの
協働の視点が薄れている

・申請時点で担当課意見書が
必要で提案すらできない

・募集要件等が複雑で求めら
れる団体のレベルが高い

・企画が煮詰まった状態の審
査で助言を反映させづらい

・提案制度と協働委託で取り
扱いが異なり矛盾がある

協働委託の見直しの
中で別途ルール化

行政サービスに
コミット

施策の課題に
コミット

提案そのものは
手軽に

対話の場
↓

企画段階から
多様な協働※次頁

を検討

企画段階から
協働に向けた

助言

団体：協働事業を提案しやすい

担当課：協働事業が検討しやすい制度へ

協働委託
への発展

・団体が提案に至るための
コーディネート機能がない

協働委託が前提のため…
・委託以外の協働手法が

想定されていない

・予算化が必要で、担当課
のハードルが高い

↓

↓

↓ 申請

↓

団体が
提案書作成

審議会での審査

市で事業採択

各担当課で予算化
→協働委託契約

現行運用

全事業一覧公表

担当課が
意見書添付



宗像での具体例

団体等単独 行政単独

後援

補助金・助成金

情報発信

会場の提供

人的協力

etc

共催

実行委員会

協議会

etc

委託

指定管理
市が依頼する

ボランティア

etc

団体等同士の
協働

団体同士

団体と企業

コミュニティと大学

etc

団体等主体の
協働

団体等・行政とも
に主体の協働

行政主体の
協働

多様な「協働」手法の検討

●協働事業＝協働委託ではなく、様々な手法による市民との協働を視野に検討

●行政と団体等との協働だけでなく、団体同士や地域、企業、学校等との協働も含めてコーディネート

・協働委託(提案制度含む)
・コミセン指定管理 etc

・キャンパスネットワーク協議会
・元気な島づくり協議会
・プリンセス駅伝開催地実行委員会
・熱中症対策コンソーシアム etc

・人づくりでまちづくり事業補助金
・コミュニティへのまちづくり交付金
・市広報紙・SNS等での告知 etc

・市民交流まつり
・赤間駅前カムカムまつり etc

「協働事業」に係る制度見直し①



新提案制度案「むなかたパートナーズテーブル」概要

市民サービス協働化提案制度

「協働事業」に係る制度見直し①

むなかたパートナーズテーブル(仮)
提案できる

団体
市民活動団体
※活動実績を1年以上有すること

コミュニティ運営協議会

現行制度を廃止→ と に特化した制度へ

団体が提案シートを提出 担当課ヒアリング

団体が企画立案し、市へ提出

●フリー型（団体の自由提案）
●テーマ型（担当課要望分）

2

【提案シート】
・解決する課題
(総合計画の転記)

・具体的な事業内容
・団体の特性
・団体と市の役割分担

提案

事業
実施

実施計画
予算査定

協働委託
外部審査

パートナーメモ5

市予算が
必要な場合

提案 対話

団体が主体的に取り組む
課題解決型の事業が対象

(行政への一方的な要望はNG)

提案シートを共有
担当課の考え等を
ヒアリングする

1

団体等・担当課・コミ課
(＋参画審等のオブザーバー)
が集まる対話の場を設定
提案をもとに、より効果的で
実現可能な協働手法を検討

パートナーズテーブル(仮)4
対話

仮に協働事業に至らなくても…

・団体と担当課の関係構築

・団体の市政への理解

・担当課が市民目線を享受 etc

提案内容を報告
必要に応じて助言
を行う

参画審コンサル3
協働事業の内容・
役割分担・期間等
の約束事を書面化

提案できる

事業

総合計画の「施策の課題」を解決するための取り組み
※予算を伴わない取り組みも対象！



パートナー事業実施

実計
採択後

「むなかたパートナーズテーブル」運用イメージ「協働事業」に係る制度見直し①

R8～運用開始
3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

【 実施計画・概算要求 】 【 予算要求・財政査定 】 【予算議決】

①提案シート
受付

②担当課
ヒアリング

④
パートナーズ
テーブル

③参画審
コンサル

協働委託として参画審で審査

春提案（次年度予算化可能ライン）

担当課で
実施計画
概算要求 予算要求・財政査定

委託契約を要しない事業

⑤
パートナー
メモ作成

パートナー
事業実施

⑤パートナー
メモ更新

秋提案

⑤
パートナー
メモ作成

予算不要または
現予算で対応

協働委託を結ぶ
場合は、次年度
実施計画へ

1ヶ月程度 1ヶ月程度1ヶ月程度

1ヶ月程度1ヶ月程度 1～3ヶ月程度

財政査定の
結果を踏まえ

パートナー
事業実施

※R9契約分から適用

次年度委託契約を要する

※団体の主体的な活動が含まれない行政への一方的な要望はNG
※すべての提案が実現に進むわけではない
①要件を満たさない提案は、団体に指し戻し
③公益性・実現性の低い提案は、 〃
④一定期間内に折り合わなければ協議終了 ①提案シート

受付

②担当課
ヒアリング

④
パートナーズ
テーブル

③参画審
コンサル



R6実績 221件／総額260,228千円 （指定管理委託料等除く、提案制度含む）

受託先
業種

コミュ
ニティ

市民活
動団体

住民組
織他

計 種別 具体例

草刈等清掃 3 0 28 31 草刈や清掃の業務委託 大島や一部地域の振興組合等の住民組織への委託（99～4,620千円）

管理的業務 18 3 2 23 施設管理、サービス代行 市営住宅・学校営繕、コミセン近隣施設の管理、図書返却、住民票発行、etc

企画運営 18 8 0 26 センター事業の企画運営
イベント等の企画運営

・消費生活支援センター（NPO消費者支援ネット宗像、22,644千円）
・子育て支援センター（こねっと、11,187千円）
・広報紙作成・HP管理委託（NPOグロウ、23,022千円）
・地域学校協働活動（11地区コミュニティ、計4,880千円）

その他 0 0 141 141 自治会への委託料 行政事務連絡調整業務委託料（141自治会、計42,700千円）

計 39 11 171 221

「行政サービスの協働」の実績と現状

行政サービスの協働（協働委託）

「協働事業」に係る制度見直し②

問

題

成

果

・全体の半数以上は、自治会等の住民組織。

・コミュニティの受託は、住民票発行や図書返却等の定例的な業務
に加え、コミュニティ・スクール(地域学校協働活動)や重層的支
援(地域づくり)等の各施策の中心的な事業に関連して、件数的に
は増加。地域性を活かした取り組みができている。

・草刈清掃業務は、地域別では大島だけで10件。住民主体での環境
整備が行われており、島内では不可欠となっている。

・市民活動団体の受託は、10年の中では減少傾向
（団体の高齢化等で特に環境分野の契約が減少）

・担当課によっては、協働委託ありきになってしまい、事業全体の
アップデートが十分できていない。

・年間人件費も含んだ高額の契約であっても、提案制度や指定管理
のような外部審査等の機会がなく、取り組みが固定化している。

・庁内的な運用の整理、統一化ができていない。

①事業の定期的なブラッシュアップが行われる仕組み → 団体のレベルアップ

②運用を明確化し、取扱いを統一



【R8】 10月 ｜ 11月【予算要求】 ｜ 12月 ｜ 3月【予算議決】 ｜ 【R9】事業実施

【R8】 3月 ｜【R9】 4月 ｜ 5月 ｜ 6月～事業実施

【分類】・管理定型業務(施設管理、草刈等)
・企画運営業務(センター運営、イベント企画等)

【審査】契約の継続期間を最長4年とし、再契約する場合は
市民参画等推進審議会による公開審査及び中間報告会を実施
※現提案制度の運用を協働委託にもトレースする形

【対象】企画運営：○○,000千円以上（新規契約時は額によらず審査）
管理定型：○○,000千円以上

【申請・審査期間】
現年度開始分：3,4月申請→5月審査
次年度実施分：10月申請→11月審査

実施計画採択後↑ ↑不採択の場合は入札も視野

委託業務 担当課 受託者
提案
制度

委託料
(千円)

企
画
運
営

広報紙・ホームページSNS管理等業務 秘書政策課 特定非営利活動法人グロウ 21,576

消費生活センター運営業務 消費生活センター 特定非営利活動法人消費者支援ネット宗像 21,367

男女共同参画推進事業実施・セン
ター管理運営業務

男女共同参画推進課
特定非営利活動法人男女共同参画ゆいネッ
ト宗像

◎ 16,236

子育て支援センター運営業務 子ども育成課 むなかた子育てネットワークこねっと 11,187

市民活動コーディネート事業業務 コミュニティ協働推進課 一般社団法人PENTAGON ◎ 9,405

子どもプレーパーク事業業務 子ども育成課 子ども支援ネットワークWith Wind ◎ 4,161

田熊石畑遺跡歴史公園運営業務 世界遺産課 東郷地区コミュニティ運営協議会 2,772

住宅相談窓口開設業務 建築課 一般社団法人住マイむなかた 2,750

二十歳の集い運営業務 文化スポーツ課 公益社団法人宗像青年会議所 ◎ 1,239

管
理
定
型

宗像市立学校営繕業務 安心安全な学校づくり課 一般社団法人住マイむなかた ◎ 77,386

市営住宅営繕管理業務 建築課 一般社団法人住マイむなかた ◎ 25,821

終末処理場草刈業務 下水道課 河東区振興企画 4,620

河東桜公園草刈業務 維持管理課 河東区さくら公園管理組合 1,944

田熊石畑遺跡歴史公園管理業務 世界遺産課 東郷地区コミュニティ運営協議会 1,012

R6協働委託のうち契約額1,000千円以上のもの（金額順、自治会委託料を除く）

外部チェック機能の導入

団体と担当課が協働で

を作成

コミ課へ提出
現年度
契約

次年度
契約

協働事業企画書
・事業内容 ・計画
・役割分担 ・予算案

団体と担当課が公開審査会で
プレゼンし、参画審が審査
→意見書作成

参画審の意見書を考慮し、
市で事業採択を決定

「協働事業」に係る制度見直し②

①内容と金額に応じて審議会等による
定期的な外部チェックを導入

②現行制度の運用を明確化し、取扱いを統一

「行政サービスの協働」の見直し：外部チェック導入

①申請 ②審査 ③採択決定

※R9契約分から運用開始


